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(1) 第２回委員会の内容確認

協 議 内 容

１） 津波対策検討委員会の活動スケジュール 赤字＝追加

協 議 内 容

第１回 ・施設管理の現状把握

11月12日(金)
＠札幌

・2010チリ地震津波対応時の課題把握

⇒津波対策における課題への対応方針

第２回

・有識者からの課題の追加指摘

・津波対策に関する基本方針案の確認第２回

1月21日(金)
＠札幌

津波対策に関する基本方針案の確認

・モデル地区における課題整理

⇒定性的ハザードマップ（行政用災害様相＠札幌 ⇒定性的ハザードマップ（行政用災害様相

マップ）への整理

第３回 各課題 の取り組み方針（案）の確認第３回

2月28日(月)
・各課題への取り組み方針（案）の確認

・平成22年度津波対策検討委員会報告書の承認

津 針確
4

＠札幌 ・津波対応チェックリスト（案）の方針確認
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(1) 第２回委員会の内容確認 資料：３－１

2） 第２回委員会議事要旨(案)

津 策 組 方針（案）＜津波対策への取り組み方針（案）について＞【河川】

既往津波における水門、樋門等の河川管理施設の被災事例
等を参考に同施設の津波による耐波圧照査方法を設定し、こ
れを用いて水門、樋門等の津波による波圧による被災危険性

がを整理しておくことが重要である。（P28～P31参照）

水門 樋門等において ゲートを閉鎖できなかった場合の堤内水門、樋門等において、ゲートを閉鎖できなかった場合の堤内
地の被害予測を考慮したうえで、ハード対策の優先順位を整
理する理する。

警察・消防、流域住民等を含めた協議の場を設定し、異なる
施設管理者間で共通認識を持ち、対応方針を取り決めておく
ことが重要である。
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(1) 第２回委員会の内容確認 資料：３－１

2） 第２回委員会議事要旨(案)

津 策 組 方針（案） 道路＜津波対策への取り組み方針（案）について＞【道路】

寒冷地では、徒歩で避難することが難しいため、自動車で避
難することを前提とした場合の問題点を整理しておく必要があ
る。

道路利用者への情報提供方法は、カーナビに浸水マップを表
示する方法や市町村ごとにエリアメールを導入する方法等の示する方法や市町村ごとにエリアメールを導入する方法等の
PUSH型の情報提供方法を検討しておくことが重要である。

警察・消防、沿線住民等を含めた協議の場を設定し、道路利
用者への情報提供体制の構築や、道路進入規制ルールの整
備等について、異なる道路管理者が連携して取り組むことが
重要である。
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(1) 第２回委員会の内容確認 資料：３－１

2） 第２回委員会議事要旨(案)

津 策 組 方針(案) 港湾 漁港＜津波対策への取り組み方針(案)について＞【港湾･漁港】

既設構造物（防波堤、防潮堤）の津波による耐波圧照査を実
施し、被災危険性を整理しておくことが重要である。

被災後の速やかな復旧のためには 地域のステ クホルダ被災後の速やかな復旧のためには、地域のステークホルダー
(立地企業等）が共有認識をもつことが不可欠である。被災後

の円滑な連携を図るために予め協議会等を設置しておくことの円滑な連携を図るために予め協議会等を設置しておくこと
が重要である。

港湾・漁港施設管理者は、施設の保全だけでなく、施設利用
者への情報提供も課題であり、地域全体で地域防災力の向上
に取り組むことが重要である。
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(1) 第２回委員会の内容確認 資料：３－１

2） 第２回委員会議事要旨(案)

＜定性的 ザ ド プ ＞＜定性的ハザードマップについて＞

定性的ハザードマップ作成にあたっては、積雪期における道路
凍結等、地域特性を踏まえた課題の整理が必要である。

浸水深だけでなく 流れの方向や最大流速等についても表現浸水深だけでなく、流れの方向や最大流速等についても表現
されることが望ましい。（P.25、26参照）

浸水想定区域内の道路利用実態を整理し、道路ネットワーク
を考慮した各区間の重要度を評価、整理しておくことが重要でを考慮 各区間 重要度を評価、整 おく 重要
ある。

＜その他＞＜その他＞

平成18年度に北海道開発局が作成した地震津波対策アクシ
ョンプランについても考慮すること （P 9参照）
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ョンプランについても考慮すること。 （P.9参照）



(1) 第２回委員会の内容確認 資料：３－１

参考：地震津波対策アクションプランと本委員会の関係

地震津波対策アクションプラン（H18.2） 津波対策検討委員会（H22～H23）震

対象地域 特別措置法指定地域 全道の沿岸地域

対象

津波

発生源 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震津波 北海道沿岸に到達するすべての津波

規模 大津波警報レベルの津波 あらゆる規模の津波

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る
地震防災対策の推進に関する特別措置法（H17 8）

2010チリ津波

津波 規模 大津波警報レベルの津波 あらゆる規模の津波

検討の対象 具体的な個別の津波対策 津波対策全般に関する基本方針

地震防災対策の推進に関する特別措置法（H17.8）

日本海溝・千島海溝周辺
海溝型地震に関する

専門調査会報告

（遠地津波）
の発生

専門調査会報告
（中央防災会議）

（H18.1）

予備点検による課題の把握
（H22.3）

地震津波対策アクションプラン
（H18.12）

遠地、近地津波に対する総合的な対策方針の検討

津波対策検討委員会

＜検討の視点＞ 【体制】【情報】【施設】

全道点検
委員会
提言書

見直し時に反映について検討
継続な

取り組み
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全道点検
チェックリスト

提言書
（報告書）

(1) 第２回委員会の内容確認 資料：３－１

審議事項
○「第２回委員会議事要旨（案）」について、○ 第 回委員会議事要旨（案）」 、

修正加筆すべき点など、ご審議ください。
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(2) 各課題への取り組み方針 資料：３－２

河川に関する課題 取組み方針

部門別の課題への取り組み方針【河川1/2】
チェックリスト項目

河川に関する課題 取組み方針

・水門、樋門を含めた包
括的な対応方針の検討

・定性的HZMを活用した被災共通観
の構築 河①②

共①

体制
（対応）

括的な対応方針の検討 の構築
・警察・消防、流域住民等を含めた

流域の関係機関で協議の上、対応
・自治体と連携し、河川
内の危険度を把握

河①②

共③⑥⑦

（対応）
方針を設定

※積雪期や出水期等を踏まえた取り決めと
なるよう留意が必要

内の危険度を把握

共⑧
なるよう留意が必要

・自治体と連携した情報
発信の訓練

・中・長期的な連携強化を見据えた
段階的な取組み 共⑬

情報

（※初年度は被災共通観の構築
→次年度以降に情報共有訓練・実働訓練 等）・水位計情報の確実な伝

達

・住民への水位情報提供
の仕組みの充実

・インターネット等を活用した情報
共有の仕組みの検討 共⑪⑫⑬
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※青字：第２回委員会の協議結果を踏まえた補足事項

(2) 各課題への取り組み方針 資料：３－２

部門別の課題への取り組み方針【河川2/2】

チェックリスト項目

河川に関する課題 取組み方針

・水門 樋門等の遠隔/自動 ・各施設の後背地への被害予測を・水門、樋門等の遠隔/自動
化（オートゲート）

・各施設の後背地への被害予測を
踏まえた優先順位付け

・水門、樋門の補強（耐波圧） ・各施設が考慮すべき津波波圧に

河①②④⑤

施設

水門、樋門の補強（耐波圧）
・護岸の補強（流出防止）

各施設が考慮す き津波波圧に
関する技術的検討

⇒耐波圧照査方法の設定
耐波圧等の照査実施

河⑦⑧⑨

⇒耐波圧等の照査実施
・各施設の後背地への被害予測を

踏まえた優先順位付け 河⑦⑧⑨踏まえた優先順位付け

その他
・ハザードマップが最大値でし
か作られていない

・複数の津波規模に対応した浸水
想定図の作成

河⑦⑧⑨

※青字：第２回委員会の協議結果を踏まえた補足事項
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部門別の課題 の取り組み方針【道路1/2】

(2) 各課題への取り組み方針 資料：３－２

部門別の課題への取り組み方針【道路1/2】

道路に関する課題 取組み方針

チェックリスト項目

道路に関する課題 取組み方針

・予警報レベルに応じた浸水
想定区域図の作成

・津波浸水シミュレーション等により
予警報レベルに応じた津波浸水区 共①想定区域図の作成 予警報 ルに応じた津波浸水区
域の設定

・高速道路、国道、道道の通行 ・関係機関で協議の上、統一的な 共②

道①②④

体制
・

止め等一体的運用 対応方針を設定
・関係機関間での情報共有体制の

確立 ⇒ 対応マニュアル化
・自治体、国、警察間での情報

共③⑥⑦・
情報

確立 ⇒ 対応マニュアル化
・道路利用者へのPUSH型の情報
提供方法の検討

連携強化

・迂回路がない地域の通行
規制方法

共⑨⑪⑫

共③⑥⑦

※道内は観光客が多いため、観光客の

存在を考慮した情報提供が必要

規制方法

・自動車で避難することを前提
と た場合 問題点 整 ※積雪期や出水期等を踏まえた検討が必要とした場合の問題点の整理

青 第 協議結 踏 補 事

共⑧
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※青字：第２回委員会の協議結果を踏まえた補足事項

部門別の課題 の取り組み方針【道路2/2】

(2) 各課題への取り組み方針 資料：３－２

部門別の課題への取り組み方針【道路2/2】
チェックリスト項目

道路に関する課題 取組み方針

・夜間における現場状況把握 ・機器更新等に伴い、性能向上に
よる 視認性の改善 道⑫（CCTVによる確認は困難） よる 視認性の改善

・情報板や標識の適切な設
置

・関係機関と協議し、進入規制、
避難誘導をする上 適切な

道⑫

道⑩
置 避難誘導をする上で適切な

設置箇所を検討

橋梁の流出（落橋）防止 既往津波における橋梁被害調査

道⑩

施設
・橋梁の流出（落橋）防止 ・既往津波における橋梁被害調査・

管内橋梁の耐波圧（＋耐震）の
現況調査

道⑤

・津波対応上の重要度から対策
実施の優先順位付け

道①

・鉄道を横断して避難しなけ
ればならない地域の避難路
の整備

・避難方向を示す誘導板の設置等
道⑩
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部門別の課題 の取り組み方針【港湾 漁港1/2】

(2) 各課題への取り組み方針 資料：３－２

部門別の課題への取り組み方針【港湾・漁港1/2】

港湾・漁港に関する課題 取組み方針

チェックリスト項目

・災害復旧を始め、津波対応に関す
る国との連携、役割分担

・定性的HZMを活用した
被災共通観の構築

共①

港①②

体制

・関係機関で協議の上、
地域特性を踏まえた
対応方針を設定

・漂流物回収など航路啓開方法の
検討

発災時における情報伝達

共①

体制
（対応）

対応方針を設定

・地域のステークホルダー
を含めた復旧計画を検討

・発災時における情報伝達ルール、
利用規制ルールの整備

現地条件（地形 人口 年齢構成
する協議会等の準備

・現地条件（地形、人口、年齢構成
等）に即したマニュアル内容整理

・漁業施設の避難ビル等への転用

共③⑥⑦

・漁業施設の避難ビル等への転用

・潮位計情報の確実な伝達（補強な
ど）

・関係機関間の情報共有
実態を調査の上で検討

共⑪

共⑫
情報

ど） 実態を調査の上で検討

・周辺の潮位情報の活用 ・技術的な調査、検証
・体制へのフィードバック・津波と潮位記録との関連から把握

共⑫

共⑬
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※青字：第２回委員会の協議結果を踏まえた補足事項

(2) 各課題への取り組み方針

部門別の課題 の取り組み方針【港湾 漁港2/2】

資料：３－２

部門別の課題への取り組み方針【港湾・漁港2/2】

チェックリスト項目

港湾・漁港に関する課題 取組み方針

・水門 樋門 陸閘等の遠隔/ ・各施設の後背地への被害予測を

施設

水門、樋門、陸閘等の遠隔/
自動閉鎖

⇒津波防災ST【開発局】

各施設の後背地への被害予測を
踏まえた優先順位付け

・各施設が考慮すべき津波波圧に
す 技 検

港④⑤

施設 関する技術的検討
⇒耐波圧照査方法の設定
⇒耐波圧等の照査実施

・漂流物防止柵

⇒航路障害の防止
港⑧⑨

⇒耐波圧等の照査実施航路障害の防止

・情報伝達と施設管理者の自
主的判断を促す仕組み作り

・関係機関で協議の上、地域の
実情を踏まえた対応方針を設定

その他

主的判断を促す仕組み作り 実情を踏まえた対応方針を設定

・津波発生から警報解除まで
の一連の流れについてHZMの 連の流れについてHZM
に記載

※青字 第２回委員会の協議結果を踏まえた補足事項
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※青字：第２回委員会の協議結果を踏まえた補足事項



(2) 各課題への取り組み方針（案） 資料：３－２

以上のように、課題と取り組み方針を集約させていただきました。

審議事項
○課題と取り組み方針について ご審議ください○課題と取り組み方針について、ご審議ください。
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(3) 定性的ハザードマップ（行政用災害様相マップ） 資料：３－３

プ プ【定性的ハザードマップ（行政用災害様相マップ）とは】

行政関係機関において防災対応上の被災共通観を構築するための検討資
料であり 対象地域で起こりうる被災状況を可能な限り記載したものである料であり、対象地域で起こりうる被災状況を可能な限り記載したものである。
（住民用ハザードマップのように公開配布するものではない。）

【背景】【背景】

2010チリ津波対応時、被災状況や支障事項のイメージがなく、関係機関間
で連携する上で大きな課題を残した。で連携する上で大きな課題を残した。

【目的】

被災状況やハザードをマッピングすることで被災状況やハザ ドをマッピングすることで、

関係機関における被災共通観を構築する。

本委員会では、今後、各地域が個別に定性的ハザードマップ(行
政用災害様相マップ）を作成することを念頭に、基図の作成方針
やマップに記載すべき支障事項等を整理するため、釧路市、白糠
町を例にサ プ を作成した
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町を例にサンプルを作成した。



【基 作成 基本方針】

資料：３－３(3) 定性的ハザードマップ（行政用災害様相マップ）

【基図作成上の基本方針】

市町村の津波ハザードマップをベースとする。

津波警報レベルの浸水範囲を設定していなければ、「レベル湛
水法※」で表記する。

津波警報 ベ 岸最大津波高さ 朔望 均満潮位※津波警報レベルの沿岸最大津波高さ2.0m＋朔望平均満潮位＋0.5m
⇒第１回委員会で指摘があった レベル湛水法の妥当性評価は、津波

警報レベルのシュミレ ション結果と比較することで 次年度対応予定警報レベルのシュミレーション結果と比較することで、次年度対応予定

上記とは別の基図として、地点ごとの遡上津波の最大流速、時間経過別の
浸水状況を整理する。

【マップに記載すべき支障事項の例】

「施設・情報・体制」の観点で 課題・支障事項を表記「施設・情報・体制」の観点で、課題・支障事項を表記
【共通】行政機関の建物や住民避難施設、参集上のポイント（橋梁等）

【道路】管理者間で共有すべき進入規制上の課題等【道路】管理者間で共有す き進入規制上の課題等

【河川】津波来襲時に操作・対応すべき施設等

【港湾・漁港】津波来襲時に閉鎖すべき施設、漂流物となり得る施設等
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資料：３－３(3) 定性的ハザードマップ（行政用災害様相マップ）

分類 記載すべき事項 支障内容

【マップに記載すべき支障事項（具体例）】

施設 河川施設 樋門、水門、観測施設、液状化危険地
点

・開閉機能支障による内水氾濫

・監視機能への支障

道路施設 道路盛土 鉄道盛土 CCTV アンダ 通行機能 監視機能の支障道路施設 道路盛土、鉄道盛土、CCTV、アンダー
パス

・通行機能、監視機能の支障

港湾・ 倉庫･コンテナ、船舶係留地点、燃料タ
ク 津波 ク 観 施設

・漂流物となり、二次被害に拡大

漁港施設 ンク、津波スクリーン、観測施設

その他 病院、避難所、住宅地、地下街、工場、
貯木場

・人的被害が発生する可能性が高く、
関係機関との連携が必要な箇所貯木場 関係機関との連携が必要な箇所

情報 電気設備、CCTV、観測施設 ・監視機能への支障

体制 庁舎施設 ・拠点機能への支障

（開発局事務所、支庁、市町村役場、警察・消防等） ・進入規制等、連携して対応する上で
支障

防災関係施設（備蓄倉庫、緊急輸送道路 等） ・体制確立への支障防災関係施設（備蓄倉庫、緊急輸送道路 等） 体制確立への支障

参集上ポイントとなる地点 ・（関係機関間の共通認識のため）

進入規制が想定される地点 ・復旧対応上への支障
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進入規制が想定される地点 復旧対応上 の支障

※積雪や凍結による影響等の地域特性に配慮した項目も記載



基図 津波浸水想定区域の場合（釧路市中心市街地）

資料：３－３(3) 定性的ハザードマップ（行政用災害様相マップ）

CCTV
電気設備の浸水、 施設の 情報の 体制上

凡例（吹出し）

施設の 情報の 体制上

凡例（吹出し）

避難行動による渋滞
各所で避難所や高台定性的ＨＺＭに見る課題

基図：津波浸水想定区域の場合（釧路市中心市街地）

電気設備の浸水、
漂流物の衝突等に
より、使用不要

3838

支障 支障 の支障支障 支障 の支障
各所で避難所や高台
への移動により、渋滞
が発生する。

標高2.5ｍ以下

のエリア（津波
避難指示発令時の対
象区域への立入り
避難指示が発令された場合

定性的ＨＺＭに見る課題
・関係機関のほとんどが浸水想定範
囲内に立地するため、津波対応上
の中枢機能に支障をきたす恐れ 釧路駅

の リア（津波
警報レベルで
の浸水範囲）

避難指示が発令された場合、
通行規制をかけるために当
該区域へ立ち入ることができ
るか明確でない。

避難指示発令時の対
象区域への立入り
避難指示が発令された場合、
通行規制をかけるために当
該区域へ立ち入ることができ
るか明確でない

アンダーパス
津波来襲時に浸水し、通行
不能。津波が引いた後も漂
流物等により通行困難

標高2.5ｍ以下

のエリア（津波
警報レベルで
の浸水範囲）

の中枢機能に支障をきたす恐れ
・釧路港周辺より漂流物の発生

釧路開発建設部

鉄道盛土
浸水による盛土流失。 津
波が引いた後は漂流物に
より早期復旧困難

一時緊急避難施設
津波一時緊急避難施設に
指定されているものの浸水
する可能性。

4444 CCTV

るか明確でない。

113113

2424

釧路警察署
庁舎が浸水し、対応拠点
として使用不可。対応体
制の構築に支障

の浸水範囲）
周辺道路の渋滞
【積雪期の支障】
避難所まで自動車で移動避難所まで自動車で移動
する人が殺到し、周辺道路する人が殺到し、周辺道路
で渋滞が発生する可能性で渋滞が発生する可能性

釧路開発建設部
庁舎が浸水し、対応拠点
として使用不可。対応体
制の構築に支障

CCTV
電気設備の浸水、
漂流物の衝突等に
より、使用不要

住宅地
津波遡上、漂流物衝突等に
よる人的被害。家屋が流失し、
漂流物源となり得る。

職員参集
橋梁周辺の浸水により、
釧路川左岸側からの職
員参集が困難

3838

4444 CCTV
電気設備の浸水、
漂流物の衝突等に
より、使用不要

病院
建物１Ｆが浸水することに
より、入院患者を２Ｆへ搬
送する必要。発災後、重病

市役所
庁舎の地下階に浸水する可
能性があり、津波の来襲が
収まるまで、対応拠点として
使用に支障がある。

電気設備
電気設備の
浸水により、
対応に制限
が生じる

地下街
津波遡上により、地
下空間が浸水する

113113

倉庫
停泊船舶の衝突によ
り、倉庫施設が損傷。
パレット等が漂流物と
して遡上するおそれ

耐震強化岸壁
地震による損傷回避するも、津波
遡上による船舶等の衝突、漂流
物の散乱により機能に支障 通行止め

高潮発生
により、
警察が
通行止め

す

3838

3838

小型船舶等の衝突
津波遡上により停泊船舶が

備蓄資機材庫
（釧路市）
浸水域に位置するため、
調達が困難となる可能性

送する必要。発災後、重病
者等の早期支援の必要。 下空間が浸水する

恐れがある

とする
可能性

職員参集
橋梁周辺の浸水により、
釧路川左岸側からの職
員参集が困難

津波遡上
住宅地

津波遡上により停泊船舶が
橋脚、橋台に衝突し、損傷す
るおそれがある。

船舶が多数停泊

船舶が多数停泊
幣舞橋

調達が困難となる可能性

職員参集
橋梁周辺の浸水により、
釧路川左岸側からの職

津波スクリーン
津波スクリーン
により、小型船
舶等 釧路港津波遡上、漂流物衝突

等による人的被害。家
屋が流失し、漂流物源
となり得る。

員参集が困難舶等、釧路港
からの漂流物
の流入を防止
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資料：３－３

基図 津波浸水想定区域の場合（新釧路川周辺）

(3) 定性的ハザードマップ（行政用災害様相マップ）

施設の 情報の 体制上

凡例（吹出し）

施設の 情報の 体制上

凡例（吹出し）

定性的ＨＺＭに見る課題

基図：津波浸水想定区域の場合（新釧路川周辺）

施設の
支障

情報の
支障

体制上
の支障

施設の
支障

情報の
支障

体制上
の支障定性的ＨＺＭに見る課題

・燃料タンクやコンテナが立地し、漂
流物による被害拡大が懸念

・河川施設被害による内水氾濫等
根室本線

樋門

液状化の発生
地震により河川周辺
で液状化が発生

5353

樋門【積雪期の支障】

・河川施設被害による内水氾濫等、
二次被害の可能性

樋門
地震による損傷等により開
閉不能となった場合、堤内
地へ遡上津波が流れ込み、
内水氾濫に繋がるおそれ

職員参集
橋梁周辺の浸水により、
新釧路川⇒岸側からの
職員参集が困難

鉄道盛土
浸水による盛土流失。 津
波が引いた後は漂流物に
より早期復旧困難

道路盛土・鉄道盛土
津波遡上により盛土流失

通行止め
盛土が流失した場合、橋

3838

燃料タンク
小型船舶等の衝突により、火災発生
の恐れ。また、タンク破損により燃料
が漏れ周辺住宅等に被害発生

燃料タンク
小型船舶等の衝突により、火災発生
の恐れ。また、タンク破損により燃料
が漏れ周辺住宅等に被害発生

樋門【積雪期の支障】
・堤防天端の積雪により・堤防天端の積雪により

操作室への移動が困難操作室への移動が困難
・ゲート自体の凍結により、・ゲート自体の凍結により、

操作が困難操作が困難

釧路港湾事務所
庁舎が浸水し、対応拠点
として使用不可。対応体
制の構築に支障

職員参集が困難 津波遡上により盛土流失。
津波が引いた後は漂流物に
より通行困難

盛土が流失した場合、橋
台部分の地盤が緩み、道
路、鉄道ともに通行止めと
なる可能性

電気設備
電気設備の
浸水により、
対応に制限
が生じる

コンテナ
津波遡上で流失し、漂流物
源となるおそれ

コンテナ
津波遡上で流失し、漂流物
源となるおそれ

気象観測点
浸水や漂流物との
衝突による機器損
傷の恐れ

小型船舶等の衝突
津波遡上により停泊船舶が

CCTV
電気設備の浸水、
漂流物の衝突等に
より、使用不要

CCTV

5353

場

津波遡上により停泊船舶が
橋脚、橋台に衝突し、損傷す
るおそれがある。

CCTV
電気設備の浸水、
漂流物の衝突等に
より、使用不要

3838

標高2.5ｍ以下

のエリア（津波
警報

標高2.5ｍ以下

のエリア（津波
警報レベルで

浸水範囲）

津波遡上

工場
津波遡上、浸水により施
設被害発生。パレット等、
漂流物源となり、後背地
へ支障が生じるおそれ

警報レベルで
の浸水範囲）

の浸水範囲）
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定性的 ザ ド プの活用に いて

資料：３－３(3) 定性的ハザードマップ（行政用災害様相マップ）

凡例（吹出し）凡例（吹出し）
定性的ＨＺＭに見る課題
・進入規制や避難誘導を行う警察署

定性的ハザードマップの活用について

施設の
支障

情報の
支障

体制上
の支障

施設の
支障

情報の
支障

体制上
の支障

・進入規制や避難誘導を行う警察署
が全て浸水想定区域に位置。適切
な対応に支障をきたす恐れ（同報系
無線がなく 切実な問題）

通行止め
国道を通行止めにした場
合でも、並走する道路か
ら車両が進入・進出する
可能性があり、通行止め
措置上、課題となる

鉄道盛土
浸水による盛土流失。 津波が引いた
後は漂流物により早期復旧困難

白糠町の津波HZMでは 住民

無線がなく、切実な問題）

・通行止をした場合、国道と並走す
る町道（農道）の規制も併せて必要

警察署

白糠町の津波HZMでは、住民
の避難を促すためにあえて、詳
細なシミュレーション結果を示し
ていない（ヒアリングより）

3838242242

警察署
西庶路地区内の２箇所の
警察署とも浸水する恐れ。
通行止めや避難誘導対応
が困難となる可能性

庶路駅
津波高さ５～１０ｍ

の場合の浸水

貯木場
鉄道付近に大量の木材が保管されてい
る。津波遡上により漂流物となる可能性

ていない（ヒアリングより）

津波時避難施設
津波時の避難施設に指定
されているものの浸水する
可能性。

津波高さ３～５ｍ

場合 浸水
予測範囲

周辺道路の渋滞
【積雪期の支障】
避難所まで自動車で移動避難所まで自動車で移動
する人が殺到し、周辺道路する人が殺到し、周辺道路
で渋滞が発生する可能性で渋滞が発生する可能性

3838

病院
建物１Ｆが浸水することに
より 入院患者を２Ｆへ搬

の場合の浸水
予測範囲

より、入院患者を２Ｆへ搬
送する必要。発災後、重病
者等の早期支援の必要。

標高2.5ｍ以下のエ

リア（津波警報レベ
ルでの浸水範囲）
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定性的 ザ ド プの活用に いて

資料：３－３(3) 定性的ハザードマップ（行政用災害様相マップ）

凡例（吹出し）凡例（吹出し）

定性的ハザードマップの活用について

施設の
支障

情報の
支障

体制上
の支障

凡例（吹出し）

施設の
支障

情報の
支障

体制上
の支障

凡例（吹出し）

津波高さ３～５ｍ

CCTV
電気設備の浸水、
漂流物の衝突等に

病院
建物１Ｆが浸水することに
より、入院患者を２Ｆへ搬
送する必要。発災後、重病

鉄道盛土
浸水による盛土流失。津波が引い
た後は漂流物により早期復旧困難

392392

通行止め
国道を通行止めにした場
合でも、並走する道路か
ら車両が進入・進出する

の場合の浸水
予測範囲

白糠駅

漂流物の衝突等に
より、使用不要

送する必要。発災後、 病
者等の早期支援の必要。

町役場
庁舎が浸水し、対応拠点
として使用不可。対応体
制の構築に支障

3838
電気設備

ら車両が進入 進出する
可能性があり、通行止め
措置上、課題となる

津波時避難施設
津波時の避難施設に指定
されているものの浸水する
可能性。

3838

電気設備
電気設備の
浸水により、
対応に制限
が生じる

住宅地
津波遡上、漂流物衝突
等による人的被害。家
屋が流失し、漂流物源
となり得る。

警察署
警察署が浸水する恐
れ 通行止めや避難

周辺道路の渋滞

小型船舶等の遡上
津波遡上により停泊船舶が橋
脚、橋台に衝突し、損傷するお
それがある。

れ。通行止めや避難
誘導対応が困難とな
る可能性

標高2.5ｍ以下のエ

リア（津波警報レベ

【積雪期の支障】
避難所まで自動車で移動避難所まで自動車で移動
する人が殺到し、周辺道路する人が殺到し、周辺道路
で渋滞が発生する可能性で渋滞が発生する可能性

定性的ＨＺＭに見る課題
・進入規制や避難誘導を行う警察署 放牧場

防波堤より海側に放牧場があり、
施設被害、周辺への被害のおそ
れ

リア（津波警報レベ
ルでの浸水範囲）

・進入規制や避難誘導を行う警察署
が全て浸水想定区域に位置。適切
な対応に支障をきたす恐れ

・通行止をした場合 国道と並走す

24
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る町道（農道）の規制も併せて必要
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資料：３－３

参考 最大流速分布図の場合（釧路市全域）

(3) 定性的ハザードマップ（行政用災害様相マップ）

500年間隔地震

参考：最大流速分布図の場合（釧路市全域）

500年間隔地震

構造物効果なしコンテナ
津波遡上で流失し、漂流物
源となるおそれ

樋門
地震による損傷等により開
閉不能となった場合、堤内
地へ遡上津波が流れ込み、
内水氾濫に繋がるおそれ

燃料タンク
小型船舶等の衝突により、火災発生
の恐れ。また、タンク破損により燃料
が漏れ周辺住宅等に被害発生

小型船舶等の衝突
津波遡上により停泊船舶が

道路盛土・鉄道盛土
津波遡上により盛土流失。津
波が引いた後は漂流物によ
り通行困難

津波遡上により停泊船舶が
橋脚、橋台に衝突し、損傷す
るおそれがある。

小型船舶等の衝突
津波遡上により停泊船舶が
橋脚、橋台に衝突し、損傷す
るおそれがある

倉庫
停泊船舶の衝突によ
り、倉庫施設が損傷。
パレット等が漂流物と
して遡上するおそれ

最大流速分布図との重ね合わ
せにより、漂流物が発生し得る

るおそれがある。

区域や、被災の危険性が高い
（外力が高いために）既設構造
物が可視化される
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物が可視化される。

資料：３－３

参考 最大流速分布図の場合（白糠地区）

(3) 定性的ハザードマップ（行政用災害様相マップ）

参考：最大流速分布図の場合（白糠地区）

最大流速分布図との重ね
合わせにより、漂流物が
発生し得る区域や 被災 500年間隔地震

構造物効果なし

発生し得る区域や、被災
の危険性が高い（外力が
高いために）既設構造物高いために）既設構造物
が可視化される。

小型船舶等の遡上
津波遡上により停泊船舶が橋

放牧場
防波堤より海側に放牧場があり、
施設被害、周辺への被害のおそ
れ

脚、橋台に衝突し、損傷するお
それがある。
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資料：３－３(3) 定性的ハザードマップ（行政用災害様相マップ）

審議事項

○定性的ハザードマップ（行政用災害様相マップ）に○定性的 ザ ド ップ（行政用災害様相 ップ）に
ついて、ご審議ください。
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(4) 水門、樋門等の耐波圧照査 資料：３－４

水門、樋門等の耐波圧照査手法の検討
第２回委員会で指摘された、水門・樋門等の津波による耐波圧照

波圧照査の必要性

査手法について検討を行う。

波圧照査の必要性
津波が河川を遡上した場合に、水門・樋門は堤内地浸水を防御

する重要な施設となる。する重要な施設となる。

水門・樋門は基本的に河川流向と平行に設置されているが、河
道の湾曲等によっては衝撃圧も作用するため、波圧に対する照査
を実施することが重要である。

河川を遡上する津波 日本海中部地震
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河川を遡上する津波 日本海中部地震

河川を遡上する津波(米代川)



(4) 水門、樋門等の耐波圧照査 資料：３－４

照査手法の設定 ～波圧の設定～
・津波発生時に扉体に作用する外力は波圧のみである。
波圧の算定方法は各種提案されているが 「公共土木施設の地震 津波 被害想・波圧の算定方法は各種提案されているが、「公共土木施設の地震・津波 被害想
定マニュアル（案）；平成20年7月、国総研資料第485号」では下表のとおり大別
される。

項目
A)アルミニウム合金製水門設計製作指針案

(衝撃的波圧＋静水的波圧)
B)港湾の施設の技術上の基準・同解説

(広井公式）

衝撃圧 静水圧WL

水圧
作用図

ゲ
ー
ト

h

衝撃圧：Ps＝wo・V2/g(t/㎡)
静水圧：Pw＝1/2・h2・γw(t/㎡)

波の波 ） )

η＊=3.0･a1
P1＝2.2・ρog･a1

静水 上の波圧作用 ）

※図は加工
したもの

計算式
V：津波の波速（g・h） /2(m/s)
h：水深（m） ※ｹﾞｰﾄ直前の水深＋波高
g：重力加速度（9.8m/sec2）
wo：海水の単位体積重量（1.03t/m3）
＊ 内水位を考慮しない。

静水面上の波圧作用高さ ）
a1  ：入射津波の静水面上の高さ(振幅)（m）
ρog：海水の単位体積重量（kN/m3）
P1 ：静水面における波圧強度（kN/m2）
＊ 内水位を考慮し、内水位は外水位と同じとする。

・津波の進行方向に対して平行な位置に配置されている水門に
ついては、衝撃力が直接作用することは考えにくいことから、
波圧の作用方向は90度と45度の2ケ スを考慮する
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波圧の作用方向は90度と45度の2ケースを考慮する。

斜め45°で衝突した場合

(4) 水門、樋門等の耐波圧照査 資料：３－４

モデル地区を対象とした照査の試行 ～新釧路川を例に~

指針A)では 津波警報レベルの津波高さ2 を超えると 1樋門で対策の検・指針A)では、津波警報レベルの津波高さ2mを超えると、1樋門で対策の検
討が必要となる。

・基準B)は波圧が直立壁の前面に作用すると考えたもので（90度） 指針A)基準B)は波圧が直立壁の前面に作用すると考えたもので（90度）、指針A)
より荷重条件が厳しく、津波高さ2mを超えると3樋門で対策の検討が必要と
なる。

津波波力に対するゲート扉体の応力照査結果

A)アルミニウム合金製水門設計製作指針案 

計画高水位
A3(津波高さ3m、方向90度) A4(津波高さ3m、方向45度)A1(津波高さ2m、方向90度) A2(津波高さ2m、方向45度)

津波作用高
(TP.m)

安全率
津波作用高
(TP.m)

安全率
津波作用高
(TP.m)

安全率
津波作用高
(TP.m)

安全率

KP2.81 右岸 昭和樋門 4.13 2.60 1.22 2.60 1.52 3.60 0.83 3.60 0.99
KP4.5 左岸 愛国樋門 4.62 2.79 1.42 2.79 1.65 3.79 1.15 3.79 1.30
KP6 9 右岸 雪裡樋門 5 17 3 07 1 52 3 07 1 82 4 07 1 19 4 07 1 37

計画高水位
(TP.m)

位置 施設名

KP6.9 右岸 雪裡樋門 5.17 3.07 1.52 3.07 1.82 4.07 1.19 4.07 1.37
安全率＝計画高水位の静水圧荷重×1.5／津波作用高の最大荷重

B)港湾の施設の技術上の基準・同解説 

津波作用高
安全率

津波作用高
安全率

津波作用高
安全率

津波作用高
安全率

位置 施設名
計画高水位
(TP m)

B1(津波高さ2m、方向90度) B2(津波高さ2m、方向45度) B3(津波高さ3m、方向90度) B4(津波高さ3m、方向45度)

(TP.m)
安全率

(TP.m)
安全率

(TP.m)
安全率

(TP.m)
安全率

KP2.81 右岸 昭和樋門 4.13 6.60 1.01 － － 9.60 0.63 － －
KP4.5 左岸 愛国樋門 4.62 6.79 1.36 － － 9.79 0.90 － －
KP6.9 右岸 雪裡樋門 5.17 7.07 1.32 － － 10.07 0.85 － －

安全率＝計画高水位の静水圧荷重×1 5／津波作用高の最大荷重

(TP.m)
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※対象施設は、新釧路川の河川遡上解析範囲に存在する直轄管理の３樋門を対象とした。

安全率＝計画高水位の静水圧荷重×1.5／津波作用高の最大荷重



(4) 水門、樋門等の耐波圧照査 資料：３－４

今後の照査に向けて

・耐波圧照査にあたっては 河川の平常時の水位に数ケー・耐波圧照査にあたっては、河川の平常時の水位に数ケ

スの津波高さを与えて実施し、何ｍの津波高さに耐えうるか

把握する把握する。

・対策を講じる津波規模に関しては これを基に 整備目標・対策を講じる津波規模に関しては、これを基に、整備目標

の設定が必要となる。

・波圧の作用方向は、河川施設の配置等によって異なるため、

照査検討は今回のモデルケースの照査で使用した2つの波照査検討は今回のモデルケースの照査で使用した2つの波

圧算定式※で行うものとする。

※波圧の算定方式（指針A・基準B ）で示す、波圧の作用方向、安全率の補正係数、

波 作 高さ 係数等 は き続き 査を実施する
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波圧作用高さの係数等については、引き続き照査を実施する。

＜参考＞ その他の検討事項

①河川（港湾）施設の安定計算
水門の被災実績は不明であるが 左下図の港湾施設と同様に 引き波等によ

照査手法の設定 ～安定照査～

・水門の被災実績は不明であるが、左下図の港湾施設と同様に、引き波等によ
る波圧が作用する可能性がある。

・このため、波圧の作用条件により、施設全体の安定性照査の必要性について
検討する。

堤防

操作室

波圧

（津波遡上時）

樋管

せん断抵抗力の減少
→滑動・転倒の照査

堤防

樋管

操作室 引き波による波圧
（津波減衰時）

②改築 事 新 事中 対応 も考慮が必

港湾施設(護岸)に対する荷重作用図

水門に対する荷重作用図

せん断抵抗力の減少
→滑動・転倒の照査

②改築工事、新設工事中の対応についても考慮が必要
・今後、施設の老朽化にともない、改築工事が増加する。
⇒ 工事中に発災した場合の対応についても、継続的に検討する。
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(4) 水門、樋門等の耐波圧照査 資料：３－４

審議事項
○耐波圧照査の方法について、ご審議ください。○耐波 照査 方法 、 審議く さ 。
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(5) 平成22年度津波対策検討委員会 報告書 資料：３－５

報告書の基本構成

章番号 見出し 内容

津波対策 『北海道開発局 津波対策検討委員会』の委員会構成
1

津波対策
委員会

・『北海道開発局 津波対策検討委員会』の委員会構成
、活動概要などを簡潔に示す。

・報告書本体。

2
報告書
（本文）

報告書本体。
・北海道における津波対策の基本方針について、委員
会からの報告をA4×1枚程度に簡潔にまとめる。

・各分野共通の事項や分野ごとの基本方針について・各分野共通の事項や分野ごとの基本方針について
網羅的に言及する。

報告書
・各報告内容について、調査結果や報告に至る背景等

3
報告書
説明

を記述し、報告の主旨を解説する。
・各報告項目に対し、A4×1枚程度を想定する。

平成23年度に開催する津波対策検討委員会では、平成22年度津波対策検討委員会 報告書を

踏まえ、提言書を作成する。
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資料：３－５(5) 平成22年度津波対策検討委員会 報告書

報告書（案）

【１ 全般】【１：全般】
津波対策は、対策の全体像について最大の効果を発揮できるよう、各事

業主体および事業主体間で連携して検討することが重要である また この業主体および事業主体間で連携して検討することが重要である。また、この
検討を踏まえ開発局各部においては、実施する具体的な対応策の検討、整
備を推進することが必要である。

津波対策の基礎資料となる浸水想定については、500年間隔地震など、巨

大津波を対象とした浸水シミュレーションが実施され、これに基づく浸水想定
図が認知されているのが現状である。2010チリ津波の教訓より、巨大津波

に対応する浸水想定図だけでなく、複数の津波規模に対する浸水想定図を
作成することで 効果的な津波対策を実施していくことが必要である作成することで、効果的な津波対策を実施していくことが必要である。

北海道開発局は、関係機関と連携し、複数の津波規模に対応した浸水想
定図の作成を推進する必要がある定図の作成を推進する必要がある。
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報告書（案）

資料：３－５(5) 平成22年度津波対策検討委員会 報告書

報告書（案）
【２：河川】

河川管理施設においては、水門・樋門などに対する津波の耐波圧照査を

実施し、必要な補強、遠隔・自動操作化、オートゲート化等のハード対策と、
対応マニュアルの整備などソフト対策について 対策を推進する必要がある対応マニュアルの整備などソフト対策について、対策を推進する必要がある
。北海道開発局は、流域の関係機関と情報や対策について共有し、議論す
る場を設ける等の連携を図りながら、流域全体の防災力強化の視点により
効率的な対策を講ずる必要がある。

【３：道路】【３：道路】
道路施設においては、地方道路防災連絡協議会を組織して、既に協議が

なされているが、予想津波高さや津波予警報に対応した進入規制区域の事なされているが、予想津波高さや津波予警報に対応した進入規制区域の事
前設定を推進し、自治体や警察など関係機関との連携の上、効率的な対策
を講ずる必要がある。

北海道開発局は、対象地域全体の防災力強化の視点により具体的な進入

規制方法、手順などについて、検討を進めるとともに、ＶＩＣＳや道路情報板、
ＤＳＲCを活用した利用者への情報提供手法についても対策を講ずる必要が
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ＤＳＲCを活用した利用者への情報提供手法についても対策を講ずる必要が
ある。
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資料：３－５(5) 平成22年度津波対策検討委員会 報告書

報告書（案）
【４：港湾・漁港】【４：港湾 漁港】

港湾・漁港施設は市町村や北海道の管理となっているが、大規模な地
震災害や津波災害が発生した場合には、広域的な対策が必要となる。こ
のため 警報発表時において 港湾 漁港全体として取り組むべき事項やのため、警報発表時において、港湾・漁港全体として取り組むべき事項や
対応基準の整備、さらには被災直後の情報収集活動、施設の応急復旧、
航路啓開等について、地元自治体等と連携を図り、北海道開発局が中心

な 検 を実施す があとなって検討を実施する必要がある。

【 関係機関連携】【５：関係機関連携】
上記、２から４で言及した各対策の実施に際しては、本委員会で試作し

た定性的ハザ ドマップ（行政用災害様相マップ）などを活用し 地域防た定性的ハザードマップ（行政用災害様相マップ）などを活用し、地域防
災力向上のため関係機関間および事業分野間において被災共通観を構
築するとともに、円滑な連携を図るため協議会を設立するなど、北海道開
発局を中心とした積極的な取り組みが必要である発局を中心とした積極的な取り組みが必要である。

特に、積雪寒冷地である北海道の地域特性に配慮し、冬期における災
害対応上の課題についても検討し、対策を講ずることが重要である。
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害対応上の課題に いても検討し、対策を講ずる とが重要である。
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資料：３－５(5) 平成22年度津波対策検討委員会 報告書

報告書（案）

【６：継続審議】【６：継続審議】
本委員会で検討した課題は、北海道全体の津波対策において極めて

重要な内容である。平成22年度においては、遠地津波である2010チリ津重要な内容である。平成22年度においては、遠地津波である2010チリ津

波への対応における課題を中心に審議を行ったが、地震被害をともない
時間的猶予のない近地津波への対応上の課題を含め、来年度において
も審議を継続することを要望するも審議を継続することを要望する。
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資料：３－５(5) 平成22年度津波対策検討委員会 報告書

審議事審議事項
○「平成22年度津波対策検討委員会 報告書」に

ついてご審議ください。
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(6) 津波対応点検チェックリスト（案）への反映 資料：３－６

津波対応点検チェックリスト（案）は 本委員会の検討結果及び指摘事項を反映し 「共通項目」 「津波対応点検チェックリスト（案）は、本委員会の検討結果及び指摘事項を反映し、「共通項目」、「
河川分野」、「道路分野」、「港湾・漁港分野」に区分して作成する。なお、以降に示す点検の大項目
は、津波対応点検チェックリスト（案）に反映すべき主たる項目であり、全道点検に用いるチェックリス
ト（案）の全ての項目ではないト（案）の全ての項目ではない。

点検の大項目 委 他 キーワード

【体制・情報にかかわる共通項目】
凡例： 委）本委員会指摘事項 他) ヒアリング等より抽出

キーワード）今後実施する際のキーワード

点検の大項目 委 他 キ

共① 局内、関係者間で災害様相の共通認識がとれているか ○ － 定性的HZM

共② 各管理主体の施設操作ルールの整合が図られているか（津波高さ、地震動） ○ ○ 協議会開催等

体制

共③ 関係機関（自治体・警察・消防等）との連絡体制が確立されているか ○ ○ 協議会開催等

共④ 上位機関への報告・関係機関への指示 － ○ 協議会開催等

共⑤ 局内および関係機関の情報共有の仕組みが確立されているか － ○ 協議会開催等
（対応）

共⑤ 局内および関係機関の情報共有の仕組みが確立されているか ○ 協議会開催等

共⑥ 防災対応の基本方針について関係機関で協議検討がなされているか ○ － 協議会開催等

共⑦ 関係各機関で連携した防災体制（役割分担・支援等）が確立されているか ○ － 協議会開催等

共⑧ 積雪期や出水期についても災害様相の共通認識がとれているか ○ －
定性的HZM
マニュアル

共⑨ 施設利用者への情報提供について関係機関で連携が図られているか ○ ○ PUSH型

共⑩ 監視観測情報の収集が き るか ○ 水位

情報

共⑩ 監視観測情報の収集ができているか － ○ 水位、CCTV

共⑪ 監視観測情報の関係機関での共有ができているか ○ ○
情報共有
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

共⑫ 施設利用者に対して情報提供方法が確立されているか ○ ○ PUSH型
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共⑫ 施設利用者に対して情報提供方法が確立されているか ○ ○ PUSH型

共⑬ 防災対応のアクションについて情報共有ができているか ○ － PUSH型



(6) 津波対応点検チェックリスト（案）への反映 資料：３－６

【河川施設にかかわる項目】
凡例： 委）本委員会指摘事項 他) ヒアリング等より抽出

キ ワ ド）今後実施する際のキ ワ ド

点検大項目 委 他 キーワード

キーワード）今後実施する際のキーワード

点検大項目 委 他 キ ワ ド

河① 地震および津波来襲時の現象の整理がされているか ○ － 被災事例の整理

河② 考慮すべき外力の設定がされているか ○ － 被災ﾒｶﾆｽﾞﾑ整理

河③ 新規施設設置の必要性の検討がされているか － ○ －

河④ 水門・樋門の遠隔/自動化について検討されているか ○ ○ －

河⑤ 必要とされた水門 樋門の遠隔/自動化を実施したか ○ ○

施
設

河⑤ 必要とされた水門・樋門の遠隔/自動化を実施したか ○ ○ －

河⑥ 施設（水門・樋門等）の耐震補強について検討されているか － ○ －

河⑦ 必要とされた施設（水門・樋門等）の耐震補強を実施したか ○ － L２対応⑦ 震

河⑧ 施設（水門・樋門等）の耐波圧補強について検討されているか ○ － 耐波圧照査方法

河⑨ 必要とされた施設（水門・樋門等）の耐波圧補強を実施したか ○ － 耐波圧補強優先順位

河⑩ 耐越水堤防について検討されているか － ○ 最新の動向

河⑪
津波に対応した監視観測計再設置に関する検討がなされてい
るか

－ ○ 情報収集
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(6) 津波対応点検チェックリスト（案） 資料：３－６

【道路施設にかかわる項目】
凡例： 委）本委員会指摘事項 他) ヒアリングより抽出

キーワード）今後実施する際のキーワード

点検大項目 委 他 キーワード

キ ワ ド）今後実施する際のキ ワ ド

道① 地震および津波来襲時の現象の整理がされているか ○ － 被災事例の整理

道② 考慮すべき外力の設定がされているか ○ － 被災ﾒｶﾆｽﾞﾑ整理

道③ 新規施設設置の必要性の検討がされているか ○道③ 新規施設設置の必要性の検討がされているか － ○ －

道④ 予警報に対応した浸水想定区間が設定されているか ○ ○ 浸水想定

道⑤ 橋梁の耐震補強を検討、実施されているか ○ ○ －

施
設

道⑥ その他、洞門など、主要施設に関する耐震補強を検討、実施したか － ○ －

道⑦ 橋梁の津波対策（流出防止など）について検討、実施されているか － ○ －

道⑧ アンダ パスの津波対策（浸水など）を検討 実施したか ○道⑧ アンダーパスの津波対策（浸水など）を検討、実施したか － ○ －

道⑨ CCTV等監視観測機器の配置について検討、実施したか ○ ○ CCTV

道⑩ 情報板等、情報提供機器の配置について検討、実施したか ○ ○ 情報板配置道⑩ 情報板等、情報提供機器の配置に て検討、実施したか ○ ○

道⑪ 規制に関する機器の配置について検討、実施したか － ○ 対応ﾏﾆｭｱﾙ

道⑫ 道の駅を活用した津波対策（防災拠点化）を検討、実施したか － ○ －
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(6) 津波対応点検チェックリスト（案）への反映 資料：３－６

【港湾・漁港施設にかかわる項目】
凡例： 委）本委員会指摘事項 他) ヒアリングより抽出

キーワード）今後実施する際のキーワード

点検大項目 委 他 キーワード

港① 地震および津波来襲時の現象について整理がなされているか ○ － 被災事例の整理

港② 考慮すべき外力が設定されているか ○ － 被災ﾒｶﾆｽﾞﾑ整理

港③ 新規施設設置の必要性についての検討がなされているか － ○ －

港④ 水門・陸閘の遠隔操作/自動化について検討されているか ○ ○ －港④ 水門 陸閘の遠隔操作/自動化について検討されているか ○ ○

港⑤ 必要とされた水門・陸閘の遠隔操作/自動化を実施したか ○ ○ －

港⑥ 施設（防潮堤、水門等）の耐震補強について検討されているか － ○ 耐震照査(L２対応）

施
設

港⑦ 必要とされた施設（防潮堤、水門等）の耐震補強を実施したか － ○ －

港⑧
施設（防潮堤、水門等）の津波への耐波圧補強について検討されてい
るか

○ － 耐波圧照査方法

港⑨
必要とされた施設（岸壁、防潮堤、水門等）の津波への耐波圧補強を実
施したか

○ ○
耐波圧補強
優先順位

港⑩ 津波に対応した潮位観測計設置に関する検討がなされているか － ○ 情報収集・共有港⑩ 津波に対応した潮位観測計設置に関する検討がなされているか ○ 情報収集 共有

港⑪ 津波に対応した潮位観測計を設置したか － ○ 情報収集・共有

港⑫ 津波に伴う漂流物の流出防止対策について検討がなされているか － ○ －
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港⑬ 津波に伴う漂流物の流出防止対策について実施したか － ○ －

(6) 津波対応点検チェックリスト（案）への反映 資料：３－６

審議事審議事項
○チェックリストへの反映事項について、

ご審議ください。

最終的な津波点検チェックリスト(案）の最終化は(
事務局と各部において進めさせて頂きます。
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(7) 来年度委員会の審議事項

来年度委員会で協議すべき事項

近地津波における課題把握

提言書の審議・承認

レベル湛水法の妥当性評価

（津波警報レベルのシュミレーション結果との比較）

耐波圧照査の諸条件の整理耐波圧照査の諸条件の整理

来年度も引き続き、津波対策検討委員会の開催を予定
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３回にわたり、貴重なご意見を賜りました。３回にわたり、貴重なご意見を賜りました。

ありがとうございます。
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